
（様式第１号） 

○申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 

部 課 室 等 名 健康福祉部 保険年金課 給付係 

許 認 可 等 名 特定疾病の認定 

根 拠 法 令 国民健康保険法施行規則 

根 拠 条 項 第２９条の２第８項 

連  絡  先 （電話 ６２１－５１５９） 

審

査

基

準 

基    準 

国民健康保険法施行令 第２９条の２第８項 

被保険者が健康保険法施行令第４１条第９項に規定する厚生労働大臣の

定める疾病に係る療養(食事療養及び生活療養を除く。)を受けた場合にお

いて、当該療養を受けた被保険者が厚生労働省令の定めるところにより市

町村又は組合の認定を受けたものであり、かつ、当該被保険者が同一の月

にそれぞれ一の病院等につき受けた当該療養に係る第１項第１号イからヌ

までに掲げる額が高額療養費算定基準額を超えるときは、当該同号イから

ヌまでに掲げる額から高額療養費算定基準額を控除した額を高額療養費と

して支給する。 

 

［厚生労働大臣が認める治療］ 

① 人工腎臓を実施している慢性腎不全 

② 血漿分画製剤を投与している先天性血液凝固第Ⅷ因子障害または先天

性凝固第Ⅸ因子障害 

③ 抗ウイルス剤を投与している後天性免疫不全症候群（ＨＩＶを含み、

血液凝固因子製剤の投与に起因するＨＩＶ感染症に関する治療を受け

ている人に限る。） 

参 考 事 項 

 

設定等年月日 平成２４年 ８月 １日設定（令和 ６年１２月１１日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間

（設定しない

ものについて

はその理由） 

総日数  即日 

設定等年月日 平成２４年 ８月 １日設定（令和  年  月  日最終変更） 

 



審

査

基

準 

基 準 

《特定疾病に係る保険者の認定》 

国民健康保険法施行規則 第２７条の１３第１項 

１ 令第２９条の２第８項の規定による市町村又は組合の認定(以下この

条において「認定」という。)を受けようとする被保険者の属する世帯

の世帯主は、次に掲げる事項を記載した特定疾病認定申請書を当該世帯

主が住所を有する市町村又は組合に提出しなければならない。 

（１） 認定を受けようとする被保険者の氏名、生年月日及び個人番号 

（２） 認定を受けようとする被保険者のかかつている令第２９条の２第

８項に規定する疾病の名称 

（３） 被保険者記号・番号 

２ 前項の申請書には、同項第２号に掲げる疾病にかかつていることに関

する医師又は歯科医師の意見書その他当該疾病にかかつていることを証

する書類を添付しなければならない。 

 

《高額療養費算定基準額》 

国民健康保険法施行令 第２９条の３第９項 

①  １万円〔②に該当しない人〕 

②  ２万円〔第１項第２号又は第３号に掲げる場合に該当する者（７０

歳に達する日の属する月の翌月以後に第２９条の２第８項に規定する

療養を受けた者及び同項に規定する療養のうち健康保険法施行令第４

２条第９項第２号に規定する厚生労働大臣が定める疾病に係る療養を

受けた者を除く。）〕 

 

《特定疾病受療証の交付》 

国民健康保険法施行規則 第２７条の１３第４項 

 第１項の申請に基づき、認定を行つたときは、市町村又は組合は、次の

各号に掲げる区分に応じて、当該各号に定める様式による特定疾病療養受

療証(以下この条において「特定疾病受療証」という。)を、認定を受けた

被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員であつて当該被保険者に係る資

格確認書(認定に係る情報が記載されていないものに限る。)の交付を受け

ているものに健康保険法施行令第４１条第９項に規定する厚生労働大臣の

定める疾病ごとに交付しなければならない。ただし、７０歳に達する日の

属する月以前に受ける療養に係る令第２９条の２第８項に規定する厚生労

働大臣の定める疾病(健康保険法施行令第４２条第９項第２号に規定する

厚生労働大臣が定める疾病を除く。)に係る特定疾病受療証については有

効期限を定めて交付しなければならない。 

（１） 市町村 様式第１号の７による特定疾病療養受療証 
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